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消防組織法に基づいており，「火災報告」などは，各市町村から各都道府県知事を経て，消

防庁長官宛に報告が行われている．その内容は「火災報告等取扱要領」1）に規定されており，

そのなかの重要な点について述べると，以下のとおりである．

まず，「火災報告」の対象となる「火災」の定義は，「火災とは，人の意図に反して発生し

若しくは拡大し，又は放火により発生して消火の必要がある燃焼現象であって，これを消火

するために消火施設又はこれと同程度の効果のあるものの利用を必要とするもの，又は人の

意図に反して発生し若しくは拡大した爆発現象をいう」として規定されている．もちろん，

この火災の定義は，消防行政上からの定義，あるいは火災という災害の社会的性格を反映し

た定義ともいえるもので，必ずしも学術的な見地から厳密に定義されたものでないことは，

理解しておく必要がある．実際，火災の定義は適切に表現しにくいものであり，例えば欧米

では「公設の消防隊が出動したものの中から誤報やいたずらによるものを除いたものすべ

て」を火災件数として算定する方法を採用している国が多い．次に火災件数については，出

火から鎮火までを 1件とし，消防隊がいったん引き揚げたあとに再燃した場合は，別の 1件

として数えることになっている．また，火災の種別としては，建物，林野，車両，船舶，航

空機およびその他の 6種に分類されている．

図 4・1は，1955（ 昭 和 30）
年から 2016年（平成 28）に

至るまでの我が国の出火件数

と出火率（人口 1万人当たり

年間出火件数）の推移を示し

たものである．この図から，

過去 60年間の我が国の出火

の傾向を概観すると，1955
（昭和 30）年から始まる高度

成 長 期（～ 1970（ 昭 和 45）
年ごろ）と期を同じくして出火件数，出火率とも増加の一途を辿り，1970（昭和 45）年代

に出火件数，出火率ともピークを迎え横ばい状態に達したのち，やや漸減の傾向を示してい

る．その後，1990（平成 2）年代後半から一旦増加するが，2000（平成 12）年代中頃からは

減少が続いている．このように，出火の傾向は国内の社会経済の状態とある程度関係を有し

ているようにみえる．

B．火災種別の出火件数

表 4・1は，火災種別ごとの出火件数と損害額を示したものである．この表から最近の年間

の火災件数は約 4 .6万件で，そのうち建物火災は 5割強を占めていることがわかる．その他

の火災（道路，空地，土手および河川敷の枯れ草，看板，広告等の火災）を除くと，建物火

図 4・1　出火件数と出火率の推移（文献 3）より作成）

以上の報告は消防庁に集められ，毎年公表・刊行される「消防白書」に集計結果が反映さ

れるほか，統計表が「火災年報」「消防年報」等として取り纏められ，概要が政府統計の総

合窓口（e－Stat）（http://www.e-stat.go.jp/）で公表されている．また，住宅の火災と火災

による死者について集計した結果が「火災の実態について」5）として消防庁ホームページで

毎年公表されている．

よっては

表 4・1　火災種別別の出火件数と損害額（2016（平成 28）年と 2017（平成 29）年の平均値）

火災種別 出火件数
内訳比率

（％）

損害額

（単位：万円）

内訳比率

（％）

1件あたり損害額

（単位：万円）

建 　 物 26107 55 .9％ 881億 2650 92 .3％ 338
林 　 野 1644 3 .5％ 4億 6560 0 .5％ 28
車 　 両 4850 10 .4％ 27億 0460 2 .8％ 56
船 　 舶 94 0 .2％ 3億 7480 0 .4％ 398
航 空 機 3 .5 0 .0％ 13億 1580 1 .4％ 37, 593
そ の 他 13972 29 .9％ 24億 8610 2 .6％ 18

合 計 46671 100 .0％ 954億 7350 100 .0％ 205

※　文献 3）（平成 28年版，平成 29年版）より作成
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図 4・3　月別にみた火災種別の出火傾向（2016（平成 28）年）（文献 3）

より作成）

災に次いで多いのは，車両火災（10 .4％）と林野火災（3 .5％）で，船舶火災や航空機火災

は比率ではきわめて少ない．一方，損害額でみると，建物火災は全体の 9割強と大半を占め

ており，他の火災種別はそれぞれ数％ 以下である．

過去 30年間の主な火災種別ごとの出火件数の推移を 1985（昭和 60）年を 100とした指数

でみると，建物火災は全体の傾向とほぼ同様でやや漸減の傾向を示しているが，林野火災は

年によって増減はあるもののかなり減少し，約 1/4まで減少していることがわかる．一方，

自動車火災が大半を占める車両火災は 2001（平成 13）年までは単調に増加の一途であった

が，これ以降減少に転じ，2015（平成 27）年には 1985（昭和 60）年時の約 8割となってい

る（図 4・2）．

建物火災，林野火災，車両火災それぞれごとに月別の出火傾向を年間平均を 1 .0とした指

数でみたものが図 4・3である．車両火災は月ごとの多少のばらつきはあるものの，季節的な

変化の特徴があまりみられないのに対して，建物火災や林野火災は季節別変化の特徴が現れ

表 4・2　都道府県別出火率（2016（平成 28）年）

都道府県 出火件数
人口

（万人）
出火率 都道府県 出火件数

人口

（万人）
出火率

北 海 道

青 森

岩 手

宮 城

秋 田

山 形

福 島

茨 城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

新 潟

富 山

石 川

福 井

山 梨

長 野

岐 阜

静 岡

愛 知

三 重

1, 859
472
438
734
311
311
640

1, 062
669
755

1, 835
1, 742
4, 007
1, 927
573
195
244
196
338
786
686
967

2, 042
654

540
134
129
232
104
113
195
297
200
201
732
627

1, 342
914
232
108
116
80
85
214
208
377
751
185

3 .4
3 .5
3 .4
3 .2
3 .0
2 .8
3 .3
3 .6
3 .3
3 .8
2 .5
2 .8
3 .0
2 .1
2 .5
1 .8
2 .1
2 .5
4 .0
3 .7
3 .3
2 .6
2 .7
3 .5

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

鳥 取

島 根

岡 山

広 島

山 口

徳 島

香 川

愛 媛

高 知

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿 児 島

沖 縄

448
545

2, 129
1, 569
448
353
219
256
601
781
434
239
298
389
266

1, 274
258
482
592
383
399
604
421

142
257
887
562
139
99
58
70
193
286
142
77
100
142
74
512
84
140
181
118
113
168
146

3 .2
2 .1
2 .4
2 .8
3 .2
3 .6
3 .8
3 .6
3 .1
2 .7
3 .1
3 .1
3 .0
2 .7
3 .6
2 .5
3 .1
3 .4
3 .3
3 .2
3 .5
3 .6
2 .9

計 36, 831 12, 807 2 .9

※　人口は平成 28年 10月 1日現在の住民基本台帳による

※　文献 3）（平成 29年版）より引用

せるに至った経過的要因を指す．例えば，ガスこんろで天ぷら調理中に長時間その場を離

れて出火に至ったいわゆる“天ぷら油火災”の場合は，発火源は“ガスこんろ”，着火物は

“動植物油”，そして経過は“放置・忘れる”というように出火原因が記録されることにな

る．

B．建物火災の発火源別・経過別出火原因

2016（平成 28）年中の建物火災 20, 991件のうち，発火源を中心とした主な出火原因と，

それぞれの主なる経過別原因を示したものが表 4・3である．これをみると，建物火災の出火

原因では，こんろ（14 .7％），たばこ（10 .0％），放火（7 .5％）および放火の疑い（4 .1％），

ストーブ（5 .6％）などが上位を占めており，その傾向は最近数年間ほぼ同じである．とこ

ろで，放火と放火の疑いを合わせると 11 .6％ にもなり出火原因第 2位のたばこを上回るほ

どの多さにのぼっている．

一方，それぞれの項目の火災件数は多くはないものの，配線器具，電灯電話等の配線，電

気機器等の電気関係の出火原因が複数挙がっている．そこで，発火源を熱源別に分類し，そ

の占める割合の推移を示したのが図 4・4である．線香やたばこ，ライター等を示す「火種」

が約 4割を占めていてほぼ一定である．ガス・油類を燃料とする道具や装置からの出火の割

合は緩やかな減少傾向を示すのに対し，電気による発熱体からの出火の占める割合は着実に

増加してきており，近年ではガス・油類に匹敵するほどになっている．

C．建物火災の出火原因の推移

建物火災の出火原因は，使用される火気器具や燃料の種類の変化，火気器具自体の安全化

の進展などにより，時代によって変化するものである．図 4・5は，1970（昭和 45）年以降

の建物火災の主な出火原因の推移を 5年毎に示したものである．“こんろ”や“放火（疑い

表 4・3　建物火災の出火原因別・経過別件数（2016（平成 28）年）

火源を中心とした

総合出火原因
出火件数

割合

（％）
左欄のうち主な経過別件数

こ ん ろ 3090 14 .7 放置する・忘れる 1553　過熱する 312　可燃物の接触落下 315

た ば こ 2108 10 .0
不適当な場所に放置 931　火源の接触・落下 713
残り火処置不十分 102

放 火 1581 7 .5 ライター 594　マッチ 107　その他のたばことマッチ 77

ス ト ー ブ 1175 5 .6 可燃物の接触落下 399　引火・ふく射 257　使用方法の誤り 72

配 線 器 具 976 4 .6 金属接触部の過熱 277　スパーク 234　短絡 153

電灯電話等の配線 941 4 .5 短絡 455　半断線 118　金属接触部の過熱 98

電 気 機 器 871 4 .1 短絡 432　半断線 125　金属接触部の過熱 82

放 火 の 疑 い 870 4 .1 ライター 188　その他のたばことマッチ 88　マッチ 19

灯 火 404 1 .9
火源が接触落下 201　可燃物の接触落下 117
放置する・忘れる 25

電 気 装 置 394 1 .9 絶縁劣化 120　短絡 64　スパーク 50

※　割合は全建物火災の出火原因に占める割合を示したもの

※　文献 3）（平成 29年版）より作成

含む）”は 1970（昭和 45）年には出火原因全体に占める割合が 6 ％～ 8 ％ であったが急激

に増加し，“こんろ”は 1990（平成 2）年に，“放火（疑い含む）”は 2000（平成 12）年にそ

れぞれ約 19％ を占めるに至った．その後出火原因に占める割合は減少しているが，2015（平

成 27）年には“こんろ”が約 15％，“放火（疑い含む）”が約 13％ と出火原因の 1位，2位

を占めている．“たばこ”は喫煙率の低下がいわれるが，この間の出火原因に占める割合に

大きな変化はなく，2015（平成 27）年は 10％ を占める第 3位の出火原因である．一方，図

4・5には示されていないが，1970（昭和 45）年代前半には多かった出火原因である“煙突・
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図 4・4　建物火災の発火源の熱源別割合の推移（文献 4）より作成）
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図 4・5　建物火災の主な出火原因の推移（文献 4）より作成）

図 4・6は，建物火災 1件当たり平均焼損面積の推移を，1950（昭和 25）年から 2016（平

成 28）年までの各 5年間平均の値（2015年～ 2016年は 2年間の平均）でみたものであるが，

減少傾向を示しており，1950（昭和 25）年代前半に 118 .4m2 であったものが 2010（平成
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図 4・6　建物火災 1件当たり平均焼損面積の推移（文献 3）より作成）

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

1
件
当
た
り
の
損
害
額
（
千
円
）

大都市
その他の都市
町村

’85’75 ’80 ’90 ’00 ’10 ’15’05’94
年

図 4・7　都市規模別にみた建物損害額の推移（文献 4）より作成）

※ 1995（平成 7）年は阪神・淡路大震災の影響を受けるため，1994（平成 6）年のデータを用いた．

22）年代前半には 46 .9m2 と 60％ も減少している．これは，この間の消防力の強化や耐火構

造建物の増加などにより，火災による延焼危険が減少してきていることを物語っている．

ところで，図 4・7は，1975（昭和 50）年以降 5年毎（1995（平成 7）年は阪神・淡路大震

災の影響を受けるため前年の値を用いた）の都市規模別の建物火災 1件当たりの損害額の推

移を示している．大都市とは政令指定都市と東京特別区である．大都市では漸減している

が，その他の都市では微増の傾向がみられ，2010（平成 22）年以降は町村の額を上回って

いる．町村では増加傾向にあったものが 2000（平成 12）年以降減少傾向を示すものの，政

令市との差は大きい．このことは，市街地の状況や消防力などの条件を総合して，建物火災

の焼損が大都市ほど小さいことを示しているといえる．ただ，この平均値には都市部で多い
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図 4・8　火災による死者発生状況の推移（文献 5）より作成）

（ 4）死 傷 者

A．火災による死者発生状況の推移

1961（昭和 36）年から 2016（平成 28）年に至る過去 55年間における火災による死者発生

状況の推移を図 4・8でみると，1960（昭和 35）年ごろは火災による死者数は 800名程度で

あったが，高度経済成長期といえる 1970（昭和 45）年にかけて，出火件数の上昇とともに

火災による死者も増加し 1970年代前半には 1600名を超え，この間に 2倍となった．ところ

で，1970（昭和 45）年ごろまでは放火自殺という事例が少なかったせいもあり，火災統計

にもその分類項目がなかったが，1968（昭和 43）年以降記録されるようになった．

1968（昭和 43）年以降の特徴をみると，火災による死者数全体としては増加を続け，1980
（昭和 55）年以降は 2000名前後で横ばいの時期が続くが，放火自殺を除いた死者数でみる

と，1970（昭和 45）年代前半より以降はむしろ漸減の傾向を示しており，出火件数の減少

傾向とほぼ一致している．一方，1992（平成 4）年頃から火災件数と死者数ともに増加の傾

向に転じているようにみえる．この要因の一つとして，高齢化の進展による住宅火災の死者

数の増加が考えられる．

また，2003（平成 15）年

以降は火災件数が再度減

少に転じているが，死者

数は 2005年をピークに

数年遅れて 2006（平成

18）年から減少に転じて

いる．

このように，放火自殺

を除く火災による死者数

の推移は，出火件数の推

移とおおむねよく相関し

ており，1970（昭和 45）
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図 4・9　火災による負傷者と出火件数の推移（文献 3）より作成）

0.1
2

0.0
6

0.0
5

0.0
5
0.1
1

0.1
1

0.0
8
0.1
4 0.2
8

0.3
1 0.6
2
0.7
4
0.8
7 1.1
5 1.4
1 1.7
8

2.9
5

0

1

2

3

4

0
〜
5

6
〜
10

11
〜
15

16
〜
20

21
〜
25

26
〜
30

31
〜
35

36
〜
40

41
〜
45

46
〜
50

51
〜
55

56
〜
60

61
〜
65

66
〜
70

71
〜
75

76
〜
80

81
〜

死
者
発
生
率
（
人
/1
0
万
人
）

年齢グループ

図 4・10　住宅火災における年齢階層別死者発生状況（放火自殺者を

除く，2016（平成 28）年，文献 3）より作成）

建物火災による死者数の

約 9割を占める住宅火災に

よる死者数（放火自殺者

を除く）について，年齢

グループ別に人口 10万人

当たりの死者発生率（2016
（平成 28）年）をみると，

11歳から 20歳が最も低く，

火災に遭遇した時のとっさ

の行動力や判断力に対応し

て，年齢が高くなるととも

に急激に死者発生率が大

きくなっており，81歳以
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図 4・11　建物構造別・死因別死者発生状況（放火自殺者を除く，2012
（平成 24）年から 2016（平成 28）年，文献 3）（平成 25年版

から平成 29年版）より作成）

また，火傷によるものの

なかには，煙に巻かれ一

酸化炭素中毒あるいは酸

欠で倒れ，失神状態のま

ま火傷により死に至った

ケースも含まれていると

考えられるので，一酸化

炭素中毒・窒息の影響に

よるケースはさらに多い

可能性がある．

死因別の傾向を構造別

にみると，木造や防火造

に比べ準耐火造，耐火造

は，一酸化炭素中毒・窒

息によるものの比率が大
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図 4・2　1985（昭和 60）年以降の火災種別出火件数の傾向（文献 3）より

作成）
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ている．建物火災は湿度の高い 6月から 9月の期間に少なく，暖房器具を使用している冬季

あるいは湿度の低い時期という意味で 12月から 3月にかけて多くなっている．林野火災は，

季節別変化がさらに顕著で，乾燥していて季節風の強い 3月から 5月に特に出火が集中して

いる一方，6月から 12月にかけての半年間はきわめて少ないが，3月は特異に多くなってお

り，5月と共に屋外活動の増加の影響があるものと思われる（詳細は 4・2参照）．

C．都道府県別出火率

出火率は，一定地域内の年間出火件数をその地域内の人口（1万人単位）で除したもので，

各地の出火の傾向を比較する場合に，その指標の 1つとして用いられている．2016（平成

28）年でみると，全国平均では 2 .9であるが都道府県別にはばらつきがあり，最高は山梨県

の 4 .0，最低は富山県の 1 .8で，最低と最高の値とで約 2倍の違いがある（表 4・2）．

煙道”や“こたつ”は，現在では両方とも 1 ％ 未満に減少している．

ところで，“風呂かまど”は，1970（昭和 45）年代後半にいったん上昇したのち減少傾向

を辿っているが，この理由は 1980（昭和 55）年代以降に空だき防止装置付き風呂がまが普

及したことによるものと思われる．同様に，“こんろ”は過熱防止機能付きガスこんろが普

及しはじめた 1990（平成 2）年代に出火原因に占める割合が減少している．2008（平成 20）
年には「家庭用のガスこんろ」がガス事業法及び液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正

化に関する法律（液石法）の規制対象品目として指定されて調理油過熱防止装置と立ち消え

安全装置の全口搭載が義務づけられたことから，今後はさらなる減少が期待される．

年以降の火災による死者数全体の増加部分は放火自殺の急増によるところが大きかったこと

がわかる．

上の死者発生率は 2 .95で，全体平均 0 .70の 4倍にのぼっている．なお，0から 5歳では，

1980（昭和 55）年代には死者発生率が 10万人あたり 1人を超えることもあったが，乳幼児

の安全に関する意識の高まりとともに，2011（平成 23）年に火遊び火災による子供の死亡

事故の低減を目指して，使い捨てライターにチャイルドレジスタント機能等が義務付けられ

たこと等が相まって，死者発生率が顕著に低下している（図 4・10）．

D．建物構造別・死因別死者発生状況

放火自殺者を除く建物構造別・死因別死者発生状況（2012（平成 24）年～ 2016（平成 28）
年の平均による）は図 4・11のとおりで，まず全体での死因別では，一酸化炭素中毒・窒息

によるもの（42 .9％）と，火傷によるもの（40 .7％）とでほとんど（84％）を占めている．

「小火（ぼや）」火災も含まれているので，半焼程度以上の本格的な建物火災の平均焼損面積

については，大都市と町村との格差がもう少し縮まることになる．

澤

1955（昭和 30）年か

ら 2016（ 平 成 28） 年

に至る過去約 60年間

における火災による負

傷者発生状況の推移を

図 4・9でみると，放火

自殺を除く火災による

死者数の傾向と同様に

出火件数の推移とほ

ぼ 相 関 し て 1973（ 昭

和 48）年頃までは増

加し，それ以降減少す

るという経過を辿って

いる．しかしながら，

B．火災による負傷者発生状況の推移

1973（昭和 48）年以降の負傷者の減少傾向は，出火件数よりも急激である．これは，消防

職員や消防団員の現場活動における安全管理の向上により，1970（昭和 45）年ごろには年

間 3, 000名を超えていた消防職員や消防団員の負傷者が着実に減少し，1990（平成 2）年頃

には約 1, 000名にまで減少したという成果の現れである．なお，消防職団員の負傷者数はそ

の後も減少し，1996（平成 8）年には約 300名であった．

また，死者数の傾向と同様に，1992（平成 4）年ごろから負傷者数が増加に転じ，2005
（平成 17）年の約 8800人をピークに 2006（平成 18）年からは減少に転じた．

C．年齢別死者発生状況

澤


